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（要 旨） 

 私立高等学校等に対する私学助成に係る国庫補助制度を堅持し、より一層の充実を図る

こと、また、新型コロナウイルス感染症対応に係る支援及び学校施設の耐震化に係る支援

並びに令和２年７月豪雨災害により被災した生徒に対する継続的な支援について、国に対

して意見書を提出されるよう請願する。 

 

（理 由） 

 本県の私立学校は、それぞれ建学の精神に基づき、特色ある教育を積極的に展開し、本

県の公教育の発展に寄与している。 

 少子高齢化が進行し、超スマート社会の実現に向けた技術革新が急速に進展している社

会の中で、各私立学校においても国の進める教育改革に的確に対応し、将来を担う子供た

ちに時代や社会の変化に対応できる知識や能力を身につけさせることが求められており、

教育環境の整備・充実は最重要課題となっている。 

 一方、昨年度私立高等学校等就学支援金の支給上限額の引上げ等があったものの、依然

として保護者負担の公私間格差は大きく、少子化の進展もあり私立学校の経営はなお厳し

い局面に立たされているのが現状である。 

加えて、国が進めるＧＩＧＡスクール構想や昨年から続く新型コロナウイルス感染症

は、これまで以上に学校現場のＩＣＴ化を求めており、私立学校が対応すべき様々な設備

等の整備についても国による財政支援が求められる。 

さらに、地震等の災害発生時に地域の避難所としての役割も期待される学校施設の非構

造部材等も含めた耐震化については、まだ多くの時間と費用を要する現状であり、国によ

る継続的な支援が求められる。 

また、令和２年７月豪雨に伴う災害により被災した生徒の就学機会を確保するために

は、国による長期的な支援が必要である。 

将来を担う子供たちの教育環境の整備は、国の将来の発展に重要な役割を果たすことか

ら、公教育の一翼を担う私立中学校・高等学校に対する助成措置の充実は重要であり、国

の全面的な財政支援が求められる。 

ついては、教育基本法第８条の「私立学校教育の振興」を名実ともに確立するため、私

学助成に係る上記事項について、貴議会での特段のご高配を賜るようお願いする。 

 

 

 

 


